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郡市医師会保険担当理事協議会
医師会推薦審査委員合同協議会

と　き　平成 29年 6月 8日（木）15：00 ～

ところ　山口県医師会 6階会議室

報告：常任理事　萬　　忠雄

　　　理　　事　清水　　暢

報告

　　

　忠雄

暢

会長挨拶
河村会長　日本の高齢化率は、現在、世界最高の
26％であり、2050 年には 36％に達すると見込

まれているが、こうした社会変化の中において、

国民皆保険制度を維持しながら、国民の健康寿命

を延ばすことが政府や医師会に課せられた責務で

ある。その状況下で、平成 30 年度の診療報酬、

介護報酬の同時改定は大きな注目を浴びることと

なる。

　診療報酬の審査は、そもそも医師が医学的経験

や良識を保険ルールに照らし合わせて行うもので

あったが、昨今の保険審査は機械化や保険者の直

接審査に関する法改正などにより、審査の画一化

や経済性に傾斜しすぎる傾向があるため、医療側

推薦の審査委員の役割はますます重要となる。

　今月は社保・国保ともに審査委員の改選が行わ

れ、県医師会は社保へ 20 名、国保へ 26 名の審

査委員を推薦しており最大の推薦母体であること

から、その影響力と責任とに鑑み、合同協議会を

開催している。今後の協議会の充実を願い、挨拶

とする。

議事
1. 平成 29 年度山口県社会保険医療担当者指導
計画について
＜指導形態ごとの指導方針＞

1　集団指導について

（1）指定時集団指導

　新規指定の保険医療機関（原則として移転及び

組織変更は含まない）に対する指導を、新規指定
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後できるだけ速やかに実施する。

　実施時期は 8月及び 1月を予定する。対象保

険医療機関については、9月は平成 28 年 12 月

から 29年 4月までの間に新規指定された保険医

療機関、1 月は 29 年 5 月から 29 年 11 月まで

の間に新規指定された保険医療機関とする。

　指導時間は概ね 2時間とする。

（2）更新時集団指導

　平成 29年度中に指定更新（6年ごと）となる

保険医療機関に対して実施する。

　実施時期は 6月、7月及び 8月を予定し、指

導時間は概ね 2時間とする。

（3）新規登録保険医集団指導

　新規登録された保険医に対する指導として、登

録後できるだけ速やかに実施する。

　実施時期は6月、7月、8月及び1月を予定する。

　4月は4病院の研修医を対象とし1回実施する。

　6月、7 月及び 8月は平成 28 年 12 月から実

施通知発出直前までに新規登録された保険医（4

月の出席者は除く）、1月は前回以降から実施通

知発出直前までの間に新規登録された保険医とす

る。

　指導時間は概ね 2時間とする。

　※　指定時集団指導、更新時集団指導及び新規

　　登録保険医集団指導については、同時開催と

　　する。

2　集団的個別指導について

　実施時期は 6月、7月及び 8月を予定し、指

導時間は概ね 2時間とする。

3　個別指導について

（1）新規個別指導

　原則、指定時集団指導を受けた新規指定の保険

医療機関等に対し、概ね 6か月経過後に新規個

別指導を実施する。

　実施時期は 7月、8 月、2 月を予定し、7月、

8 月実施分は平成 28 年 5 月から 28 年 11 月ま

での間に新規指定された保険医療機関を、2月実

施分は 28 年 12 月から 29 年 4 月までの間に新

規指定された保険医療機関に対しそれぞれ実施す

る。

　なお、実施にあたっては、診療所については対

象患者数 10 名、指導時間を概ね 1時間とする。

病院については対象患者数 20名、指導時間を概

ね 2時間とする。

　また、実施通知は指導日の 1か月前とし、対

象患者の通知時期は指導日の 7日前に FAX によ

り行う。

　

（2）個別指導について

　実施時期は 8月から 2月を予定する。

　なお、実施にあたっては 1保険医療機関の対

象患者数は 30名、指導時間は、診療所は概ね 2

時間、病院は概ね 3時間とする。

　また、実施通知時期は、指導日の 1か月前とし、

対象患者の通知は指導日の 7日前に 20名分、前

日に 10名分をそれぞれ FAXにより行う。

２. 平成 28 年度山口県社会保険医療担当者指導
実施状況について
　平成 28 年度個別指導は診療所 39、病院 5の

合計 44医療機関に対して実施され、新規指定医

療機関に対する集団・個別指導は 21医療機関に

対して行われた。

3. 平成 29 年度生活保護法に基づく指定医療機
関の個別指導計画について
1　目的

　指定医療機関に関する指導（一般、個別）は、

被保護者の処遇の向上と自立助長に資するため、

法による医療の給付が適正に行われるよう制度の

趣旨、医療扶助に関する事務取扱等の周知徹底を

図ることを目的とする。

2　個別指導対象

（1）次の区分により、それぞれ選定することとし、

一つの福祉事務所において対象となる医療機関が

複数ある場合は、４医療機関までとする。　

　①精神科病院

　　　基本的に３年に１回の周期で実施する。
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　②一般病院、診療所

　　　次のア～ウの手順で選定する。

　　　　ア　各福祉事務所で委託患者数が多い医

　　　　　療機関を抽出する。

　　　　イ　アの中から、県厚政課で次のとおり

　　　　　抽出する。

　　　　　（ア）一般病院：委託患者が概ね月平

　　　　　　　　均 15人以上いる病院

　　　　　（イ）診療所：委託患者が概ね月平均

　　　　　　　　10人以上いる診療所

　　　　ウ　イの中で過去 10年間において個別

　　　　　指導の対象となった医療機関を除外す

　　　　　る。

（２）　上記の基準のほか、特に福祉事務所から個

別指導の要望があった医療機関を選定する。

3　平成 29年度対象予定医療機関

　15医療機関とする。

4　個別指導の内容

　個別指導は、被保護者の処遇が効果的に行われ

るよう、福祉事務所と指定医療機関相互の協力体

制を確保することを主眼として、被保護者の医療

給付に関する事務及び診療状況等について診療録

その他の帳簿書類等を閲覧し、懇談指導を行うも

のとする。

5　個別指導の方法

（1）県厚政課職員及び福祉事務所職員が実地に

　医療機関を訪問して行う。

（2）実施時期は概ね 7月から 2月までの間とし、

　対象医療機関に対しては 1か月前に通知する。

（3）訪問時間は、概ね午後 1時 30 分から午後 4

　時までとする。

6　一般指導の方法

　中国四国厚生局、医務保険課及び県医師会が行

う医療機関に対する集団指導の場を借りて行う。

4. 平成 30 年度診療報酬改定説明会について
　平成 30年度の診療報酬改定説明会は、県内 7

箇所（下関市、宇部市、山口市、萩市、周南市、

岩国市、柳井市）の会場において、中国四国厚生

局による「改定時集団指導」と同時開催とする。

5. 郡市医師会からの意見及び要望
〈管理料〉
1　悪性腫瘍治療管理料と採血料について

【下関市】
　悪性腫瘍特異物質治療管理料の算定は、「腫瘍

マーカー検査を行い、当該検査の結果に基づいて

計画的な治療管理を行った場合」に算定するとさ

れているため、腫瘍マーカー検査を行った後日の

診療日に算定するように指導されている。　　

　この場合、月をまたぐことが多いが、この管理

料について「当該検査に係わる採血に係わる費用」

が含まれることにより採血料を算定できない。こ

のルールに従うためか、当該管理料を算定した診

療日に「別の検査のために行った採血」について

の採血料が査定されることがある。また、当該検

査と同時に他の検査を行った場合の採血料のこと

は通知されていない。当該管理料と採血料につい

て、算定のルールを明確にしていただきたい。

　悪性腫瘍特異物質治療管理料の算定日について

は、「腫瘍マーカー検査を行った後日」とまでは

定められていないため、状況によっては初回受診

日での算定もあり得る取扱いとなる。また、「別

の検査のために行った採血」の算定については、

血液採取料の算定ルールが「１日につき」とある

ことから、包括的取扱いが行われている。

　なお、算定日の取扱いについては、社保国保審

査委員合同協議会へ提出し再度協議を行う。

〈投　薬〉
2　屯服薬の日数制限について【長門市】
　睡眠剤の屯服を 21回分処方したところ、屯服

は 14日分が上限との理由により７回分が査定さ

れた。不眠等症状が強い場合に追加で複数回服用

する可能性があるので検討願いたい。
　〔関連記事〕「山口県医師会報」

　平成 20年 3月号・社保国保審査委員連絡委員会

　一処方につき 28回分（14日分・１日１～２回）
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までとして合議している。ただし、睡眠剤のよう

に１日あたりの上限量が設定されている場合は、

上限量×14日までとなる。

3　ロコアテープの査定について（国保）【防　府】
　「変形性腰椎症」、「変形性脊椎症」等の病名で

ロコアテープを処方したところ査定された。添付

文書には「変形性関節症」とあるが、昨今、傷病

名は部位を記載するよう指導がされているにもか

かわらず、前述の傷病名では不可なのか。

　「変形性関節症」の病名ではなく、X線検査の

実施状況及び「変形性膝関節症」「変形性脊椎症」

等の具体的病名が必要である。

〈処置・手術〉
4　消炎鎮痛等処置について（国保）【防　府】
　昨年 11月頃から頻回実施の「消炎鎮痛等処置」

に対する返戻、文書指導についての相談が相次い

でいる。文面は「回数を検討せよ」など表現はさ

まざまだが受診抑制を促しているように見受けら

れる。告示・通知では「消炎鎮痛等処置」は受診

の都度１日１回算定できるとされており、回数制

限の記載はない。「運動器リハビリテーション」（運

動器リハ）を準用し、点数表の解釈を変更して運

用していると思われるが、そもそも「運動器リハ」

は機能回復と廃用の予防、ADL の向上等を目的

として治療計画を立てるもので、除痛が目的の「消

炎鎮痛等処置」とは異なるものである。それ故、「運

動器リハ」は施設基準や、実施時間（１単位 20

分、月 13単位）など細かい基準を満たす必要が

あるからこそ高い点数が設定されている。従って

告示・通知にない「消炎鎮痛等処置」の回数制限

は、応召義務違反の問題とも相まって不適当では

ないか。

　社保国保審査委員合同協議会及び中国四国医師

会連合（医療保険）分科会へ提出する。

5　整形外科領域の処置等について（国保）【光　市】
①頸部や腰部にネオピタカインの局注（トリガー

　ポイント）を週 3回行っていたが、慢性期で

　の回数について問合せがきた。

②頸部脊椎症、変形性腰痛症で疼痛、痺れが激

　しい人に点滴（ソルデム 3A200ml、ナイロジ

　ン 1A、ノイロトロピン 1A）を週３回投与し

　ていたが、回数について問合せがあった。疼痛

　を訴えている患者に回数を減らすことはできな

　いため、審査の再考を願いたい。

　漫然投与事例は別として、社保国保審査委員合

同協議会へ提出する。　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

6　筋縫合・腱縫合の査定について（国保）【光　市】
　筋腱に達する創に対して、筋縫合・腱縫合を施

行し、レセプトに症状詳記するがすべて却下され

るのは理解できない。どのような筋腱縫合ならば

認められるのか伺いたい。

（傷病名例）

　・顔面外傷性皮膚欠損（釣り場で足を滑らせて

　　受傷）

　・顔面挫創等（救急搬送患者）

　通知では「筋肉、臓器に達するものとは、単に

創傷の深さを指すものではなく、筋肉、臓器に何

らかの処理を行った場合」とあり、この要件を満

たす事例については、再審査請求願いたい。

〈検　査〉
7　ヘリコバクター・ピロリ菌検査について

（国保）【防　府】
　胃内視鏡検査で胃炎の診断後、ヘリコバクター・

ピロリ菌（HP）抗原定性検査の指示をしたが、

その後来院がなく６か月を過ぎて再来院した患者

にHP抗原定性検査を行い、レセプトに胃内視鏡

検査日を記載したが査定された。国保連合会に問

い合わせたところ「６か月超であればHP抗原定

性検査をする必要なし」と指摘されたが、再度、

胃内視鏡検査を施行しなければならないのか。い

きなり査定ではなく返戻にしていただけないの

か。

8　ヘリコバクター・ピロリ菌除菌について
（国保）【防　府】

　当院では１年前の人間ドックでの胃内視鏡検査
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で胃炎もしくは胃潰瘍と診断され、さらにヘリコ

バクター・ピロリ菌（HP）抗体陽性の結果を持

参し、HP除菌希望で来院する患者も多いが、こ

の場合でも再度、胃内視鏡検査を施行する必要が

あるのか。
　〔関連記事〕「山口県医師会報」

　平成 25年 8月号・社保国保審査委員連絡委員会

　内視鏡検査の実施時期については、6か月前ま

でを目安として認められる（実施日の記載必要）。

また、「傷病名欄から、胃潰瘍、十二指腸潰瘍又

は胃炎と判断できる場合は、内視鏡検査等の実施

日を記載することで差し支えない」と通知されて

いる。

9　ビタミン B12 とフェリチン半定量の査定につ
いて（国保）【防　府】
　胃癌術後の患者にビタミン B12、フェリチン

半定量検査を算定するとビタミン B12 が査定さ

れることが多い。いかなる取扱いなのか伺いたい。

　貧血の疑い（初月）事例では、画一的に実施さ

れている場合を除き認められる。再審査請求願い

たい。

10　診療報酬審査基準の他県との比較について
【柳　井】

　広島県の審査と比較して症状詳記の記入の必要

性などが厳しすぎる。血液透析の検査項目の査定

などは他県では考えられない。

　透析医会の基準を尊重して審査されているた

め、都道府県別の審査較差は少ないと考えている。

〈その他〉
11　レセプトの病名記載について【徳　山】
　再診患者だけでなく、初診患者においても「糖

尿病疑い」病名を求めるのは、いかがなものか。
　〔関連記事〕「山口県医師会報」

　平成 28年 10月号・社保国保審査委員合同協議会

　「まるめ請求」の場合と違い、ターゲットを絞っ

て実施する検査は対象病名の記載を必要とする。

12　福祉医療費請求書の電子化について【山口市】
　福祉医療費、いわゆる福（重度身障者・乳幼児・

ひとり親）の請求は、社保分も国保分も含め国

保連合会へ提出することになっているため、国保

分は電子請求できるが、社保分は現在でも紙ベー

スの請求を強いられ、その紙のサイズも公定サイ

ズより縦が 4mm小さいため印刷不備が生じるな

ど、事務作業が煩雑である。早急にすべて電子請

求できるよう、県医師会でしかるべき対応を願い

たい。

　県医師会では、県歯科医師会及び県薬剤師会と

の連名で県知事あてに要望書を提出しているが、

事態が動かない状況である。本議題については社

保国保審査委員合同協議会へも提出していく。

13　第三者行為傷病届の確認について（社保）
【防　府】

　交通事故等で健康保険を使って診察を求められ

ることがあるが、第三者行為の場合は被保険者が

保険者に届出を行っていれば保険診療が例外的に

認められている。特に被保険者の方が過失割合が

大きい場合に、保険会社に促されて「第三者行為

傷病届」を出さずに健康保険者証を使って受診す

る例があとを絶たない。このような場合、支払基

金に電話で問い合わせて届出の有無を確認しても

対応していただけるか伺いたい。

　支払基金は保険者機能を有しておらず、「第三

者行為傷病届」の届出についてのデータ等を保有

していない。この問題（交通事故医療の健保使用）

については、医療機関の窓口で、即座に当該保険

者に照会することが有効であるが、被保険者証に

は保険者の電話番号も記載されていないことも問

題の一つと考えられる。なお、保険者に照会でき

なくても健保使用する場合は、療養担当規則上、

一部負担金（３割等）を徴収すること。また、被

保険者証の提示がない場合は、一旦、自費扱いに

なる。
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〈要　望〉
14　在宅患者訪問診療料について【防　府】
　在宅患者訪問診療料は１人の患者に対し１医療

機関しか算定できない。例えば他院で在宅自己導

尿の指導・管理がなされている患者に対し、自院

で心不全、高血圧、高脂血症に対し訪問して当該

疾患の指導・管理を行っても、現行では再診料し

か算定できない。別々の疾患に対し各々が専門的

な指導管理を行っているのであれば、２医療機関

でそれぞれ在宅患者訪問診療料の算定が認められ

るよう改善を要求していただきたい。

　次回診療報酬改定の重点要望項目として日医へ

提出した。

15　在医総管（施設総管）算定の際の「別に厚
生労働大臣が定める状態の患者（施設基準等別表
第８の２）」について【防　府】
　在医総管の「月２回以上（別に厚生労働大臣が

定める状態の患者）」（特掲診療料の施設基準等別

表第８の２）について、「ドレーンチューブ又は

留置カテーテルを使用している状態」とあるが、

疑義解釈その５（平成 28 年 6月 30 日）が発出

されて以降、胃瘻造設患者に経管栄養を行ってい

ても在宅成分栄養経管栄養法を算定していなけれ

ば対象とならない取扱いとなった。在宅成分栄養

経管栄養法の経腸栄養剤はエレンタール配合内用

剤、エレンタール P、ツインライン NF に限られ

ているため、ラコールやエンシュアリキッド等を

使用する場合は先の別表第８の２の対象外になっ

てしまった。胃瘻の指導管理の手間は同じである

にもかかわらず、経腸栄養剤の種類で算定の可否

が生じるのは理解できない。早急に改善を要求し

ていただきたい。

　中国四国医師会連合（医療保険）分科会へ議題

として提出する。

16　日医かかりつけ医機能研修制度に関して
【防　府】

　「日医かかりつけ医機能研修制度」では座学の

応用研修（10単位）が義務づけられているが、「か

かりつけ医機能研修制度研修会」は、6時間で必

須の 6単位が取得できるのに対し、別にカウン

トできる「地域包括診療加算・地域包括診療料に

係るかかりつけ医研修会」（6時間 30分）や「認

知症対応力向上研修」（4時間 10 分）は、２つ

とも受講しても（計 10 時間 40 分）3単位しか

カウントされない。「かかりつけ医制度」の普及

を図るのであれば、資格取得のための要件の再検

討をお願いしたい。

　平成 28年度の「郡市医師会生涯教育担当理事

協議会」において類似の質問があり、それに対す

る日医の回答を以下のとおり紹介する。

　「応用研修会には、現在、『関連する他の研修会』

として２つの研修会が位置づけされているが、こ

れらはあくまで『関連研修会』であり、応用研修

会のように時間数に応じて単位を付与できるもの

ではない。なお、下記の観点から総合的に判断さ

れている。

　１　日医が関与（主導）していること

　２　全国規模の研修会であること

　３　研修会名に『かかりつけ医』と記載されて

　　　いること

　４　利益相反にあたらないこと」


